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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

○ 2023年の世界⼈⼝は、80億4500万⼈で昨年に⽐べ7600万⼈増加。⽇本⼈⼝は、1億2330万⼈で世界第12位。
○ 国連⼈⼝基⾦は、2023年半ばのインドの⼈⼝は14億2860万⼈となり、14億2570万⼈の中国を上回り世界⼀となると

の推計を発表。

出典：国際連合『World Population Prospects』

世界の人口予測（地域別）

世界人口の推移（1950～2050年）

世界 日本 b

(100万人) アジア
北アメ
リカ a

南アメ
リカ

ヨー
ロッパ

アフ
リカ

オセア
ニア

(1,000人) 世界 日本

1950 2,499 1,379 162 168 550 228 13 32.3 67.7 84,115 ... ...

2000 6,149 3,736 313 523 727 819 31 19.4 80.6 126,926 1.6 0.2

2005 6,558 3,980 329 558 729 928 34 18.5 81.5 127,768 1.5 0.1

2010 6,986 4,221 345 591 736 1,055 37 17.7 82.3 128,057 1.3 0.0

2015 7,427 4,459 360 623 742 1,201 40 16.9 83.1 127,095 1.2 -0.1

2020 7,841 4,664 374 652 746 1,361 44 16.3 83.7 126,146 1.0 -0.3

2023 8,045 4,753 379 665 742 1,460 46 15.9 84.1 123,751 0.9 -0.5

2024 8,119 4,785 381 670 742 1,495 46 15.7 84.3 123,161 0.9 -0.5

2025 8,192 4,816 383 675 741 1,530 47 15.6 84.4 122,544 0.9 -0.5

2030 8,546 4,959 393 698 737 1,711 49 15.0 85.0 119,125 1.0 -0.6

2035 8,879 5,079 403 717 730 1,899 52 14.4 85.6 115,216 0.9 -0.7

2040 9,188 5,176 411 732 723 2,093 54 13.9 86.1 110,919 0.8 -0.8

2045 9,468 5,249 417 743 714 2,290 56 13.5 86.5 106,421 0.7 -0.8

2050 9,709 5,293 421 749 703 2,485 58 13.0 87.0 101,923 0.6 -0.9

年次

先
進
国
(%)

開発
途上
国
(%)

年平均増減率(%)
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

世界の国際観光客到着数

全世界 ヨーロッパ 北中南⽶アジア大洋州 アフリカ 中東

出典：国連世界観光機構『世界観光指標』

○ 2023 年第 1 四半期には、2022 年同時期の 2 倍の⼈が旅⾏し、国際観光はコロナ前の⽔準への回復に向けて順調に推移。
○ インフレ率の⾼まりや原油価格の上昇が輸送費や宿泊費の上昇に繋がっているため、観光客は⾃国に近い場所を旅⾏するように

なると予測されている。
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

訪日外国人観光客の現状

出典：日本政府観光局ＨＰ

○ 2023年4 月の訪⽇外客数は 2019 年同月⽐ 66.6％の 約195万⼈となり、前月に引き続き昨年10月の個⼈旅
⾏再開以降で最⾼を更新。

○ 地域別では、東アジア地域において夏ダイヤに合わせた航空便の増便・復便を背景に訪⽇外客数の堅調な回復
が⾒られたこと、東南アジア地域、欧⽶豪地域においても祝祭⽇による旅⾏需要の⾼まりがあったことが訪⽇外客数
の押上げ要因となった。なお、国際線定期便に関しては、コロナ禍前の約 6 割まで運航便数が回復している。
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

世界の旅客需要の回復⾒通し

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

○ 2022年の訪⽇外個⼈の旅⾏⼿配⽅法では「団体ツアー参加」が11.3％、「個⼈旅⾏パッケージ利⽤」が5.7％、「個
別⼿配」が 83.0％を占める。

○ 「個別⼿配」の割合は、2018年︓71.1％、2019年︓72.6%（2020年〜2022年は調査無し）と年々増えている。

2022年訪日外国人旅⾏⼿配⼿段

出典：観光庁『訪日外国人消費動向調査2022』
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

○ ⽇本への来訪回数では、訪⽇リピーターの割合が 77.2％であり、そのうち「4-9回目」が 31.0％と最も多い。⼀⽅で「1 回
目」も 22.8％を占める（図表 1-14）。

○ 国籍･地域別では、「1 回目」の割合がインドやスペイン、ロシアで約 7 割と他の国籍･地域に⽐べ⾼い。⼀⽅、「10 回目以
上」の割合は香港で 45.1％、台湾で42.5％と他の国籍･地域に⽐べ⾼い。

2022年訪日外国人リピーター数（国別）

出典：観光庁『訪日外国人消費動向調査2022』
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（１）国際経済社会の動向

出典：国交省ＨＰ

観光⽴国推進基本計画
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（２）国際航空ネットワークに関する動向・課題

○ 羽田空港・成田空港では旺盛な航空需要に対応するため、これまで段階的に発着枠の増
枠を実施。

○ 羽田空港では、2020(R2)年3月29⽇から新⾶⾏経路の運⽤を開始し、国際線の年間
発着容量を約４万回拡大（国際線９万回→１２.９万回）。

○ 成田空港では、2028(R10)年度末目途の完成に向け、滑⾛路の新設等の機能強化を進
めており、これにより、年間発着容量が50万回に拡大する⾒込み。

出典：国交省航空局作成資料

＜羽田空港・成田空港の空港処理能⼒（年間発着容量）の推移＞
（単位︓万回）

首都圏空港（羽田空港・成田空港）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（２）国際航空ネットワークに関する動向・課題

○ 羽田空港は、アジア⻑距離や欧⽶を含む⾼需要・ビジネス路線が24時間展開されている。

出典：国交省航空局作成資料
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（２）国際航空ネットワークに関する動向・課題

○ 成田空港は、世界106都市とネットワークが結ばれている。

出典：国交省航空局作成資料
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（２）国際航空ネットワークに関する動向・課題

○ 令和5年4月現在、仙台空港は、海外６都市５路線が運航（上海・大連／北京・バンコク
の各路線は運休中）。

○ 仙台国際空港㈱では、「仙台空港の30年後の将来イメージ＜マスタープラン＞」（H28.7）
において、４時間圏の直⾏便拡充・東アジアハブ路線の増便・大型化を進めていくこととしている。

出典：宮城県空港臨空地域課作成資料

仙台空港

出典：仙台空港の30年後の将来イメージ＜マスタープラン＞
（仙台国際空港㈱作成）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １ 国際ネットワークに関する動向・課題
（２）国際航空ネットワークに関する動向・課題

○ 訪⽇客誘致・国際線就航促進の取組みを⾏う、⼭形・庄内空港を含む全国33の地⽅空
港が「訪⽇誘客支援空港」として認定されている。

○ 訪⽇誘客支援空港に対しては、着陸料の補助等による新規就航・増便への支援や、空港
ビル施設整備支援など総合的な支援が講じられる。

訪日誘客支援空港

＜訪⽇誘客支援空港⼀覧＞ ＜令和５年度支援メニュー＞
区分 空港名

１ 那覇
計１空港

２

北海道（稚内、釧路、函館、⼥満別、帯広、
旭川）、⻘森、仙台、茨城、新潟、⼩松、静
岡、南紀白浜、⽶子、岡⼭、広島、⼭⼝宇
部、徳島、⾼松、松⼭、北九州、佐賀、熊本、
⿅児島、

計１９空港

３
花巻、秋田、⼭形・庄内、福島、富⼭、鳥取、
出雲、⻑崎、宮崎、下地島

計１０空港

４ 松本、⾼知、大分
計３空港

主な支援メニュー

運
航
再
開
等
支
援

地⽅管理空港の国際線着陸料補助
〔補助率〕区分2︓2/5、区分3︓1/3、区分4︓1/4

※区分1は国管理空港のみのため着陸料補助はなし

運航再開等経費支援（地上支援業務（グラハン）・融雪（デアイシング）経
費、チケットカウンター設置・使⽤料等）

〔補助率〕区分1・2︓1/3、区分3︓1/4

空
港
受
入
環
境
整
備

CIQ施設整備（税関、出入国審査、検疫のために使⽤する施設の整備）
〔補助率〕1/2

航空旅客の利便性向上（PBB（搭乗橋）、バゲージハンドリングシステム等
の整備） 〔補助率〕1/3

※訪⽇誘客支援空港を優先採択

感染リスク最⼩化のための受入環境整備（待合スペースや保安検査場等の
密集防止、空調・喚起設備の機能向上等） 〔補助率〕1/3

※訪⽇誘客支援空港以外の空港でも申請可
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １．国際ネットワークに関する動向・課題
(3) 海上交通ネットワークに関する動向・課題
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 １．国際ネットワークに関する動向・課題
(3) 海上交通ネットワークに関する動向・課題

出典：港湾調査リーフレット（国交省）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（１）国土形成の展望
国土形成計画全国計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（１）国土形成の展望
国土形成計画全国計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（１）国土形成の展望
東北圏広域地⽅計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

次期国土形成計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

次期国土形成計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

次期国土形成計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

次期国土形成計画

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

第４次山形県総合発展計画⻑期構想

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

第４次山形県総合発展計画⻑期構想

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(1) 国土形成の展望

第４次山形県総合発展計画⻑期構想

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題

○ ⽇本航空（JAL）・全⽇本空輸（ANA）・スカ
イマーク（SKY）では、東京（羽田）・大阪（伊
丹）と全国各地を結ぶ路線が多い。

主な就航路線（JAL・ANA）

※JAL（ジェイエア除く）、ANA（ANAウィングス除く）
の2023年夏ダイヤ時刻表をもとに作成 新千歳、旭川、釧路等

⻘森、三沢、秋田、大館能代

広島、⽶子、鳥取等
富⼭、⼩松等

⾼知、徳島、松⼭等

佐賀、⻑崎、熊本等

那覇、新石垣、宮古等

○ 旅客流動の多い羽田空港路線が多い。

羽田
関西

伊丹

中部

羽田空港拠点
伊丹空港拠点
関⻄空港拠点
中部空港拠点
その他の路線

庄内
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題

○ ⽇本航空（JAL）・全⽇本空輸（ANA）・スカ
イマーク（SKY）では、東京（羽田）・大阪（伊
丹）と全国各地を結ぶ路線が多い。

主な就航路線（リージョナルジェット運航）

※各航空会社の2023年夏ダイヤ
時刻表をもとに作成

那覇、新石垣、宮古

⻘森、三沢、秋田、いわて花巻、福島

大分、熊本、⻑崎等

⻘森、秋田、いわて花巻、福島

○ ANAウィングス︓羽田空港等を拠点
ジェイエア︓伊丹空港を拠点
フジドリームエアラインズ︓名古屋⼩牧・静岡・神⼾の

各空港を拠点
IBEXエアラインズ︓仙台空港を拠点

※主に100席前後のジェット機が運航する路線

松⼭、⾼知等

大分、熊本、⻑崎等

羽田

仙台

山形

⻘森、いわて花巻

静岡

小牧

羽田空港拠点
伊丹空港拠点
仙台空港拠点
名古屋⼩牧空港拠点
静岡空港拠点
神⼾空港拠点
その他の路線

伊丹神戸
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題

○ 成田空港、関⻄空港、中部空港を拠点とした路
線が多い。

主な就航路線（LCC）

佐賀・大分・⿅児島・
熊本・宮崎・⻑崎

松⼭・⾼知

新石垣・下地島

⻑崎・宮崎・⿅児島

関西 中部

成田

※Peach Aviation、ジェットスタージャパン、
スプリングジャパンの2023年夏ダイヤ時刻
表を基に作成

○ 成田、中部、関⻄の各空港が拠点となっている。

成田空港拠点
中部空港拠点
関⻄空港拠点
その他の路線
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題
東北管内空港の国内線就航状況

空港名
路 線

札幌 東京(羽田) 名古屋 ⼤阪 神⼾ 福岡 その他

⼭形 新千歳 FDA
１往復２便

JAL
２往復４便

⼩牧 FDA
２往復４便

伊丹 JAL
３往復６便

庄内 ANA
４往復８便

⻘森 新千歳 ANA/JAL

５往復10便
JAL

６往復12便
⼩牧 FDA
３往復６便

伊丹 ANA/JAL
７往復14便

FDA
１往復２便

三沢 丘珠 JAL
１往復２便

JAL
４往復８便

伊丹 JAL
１往復２便

秋田 新千歳 ANA/JAL

４往復８便
ANA/JAL

９往復18便
中部 ANA
２往復４便

伊丹 ANA/JAL
６往復12便

大館能代 ANA
３往復６便

花巻 新千歳 JAL
３往復６便

⼩牧 FDA
４往復８便

伊丹 JAL
４往復８便

FDA
１往復２便

JAL
１往復２便

仙台

新千歳
15往復30便
ANA/JAL/IBX/

ADO/APJ

中部
６往復12便
ANA/IBX/APJ

伊丹
14往復28便
ANA/JAL/IBX

関⻄ APJ
３往復６便

２往復４便
SKY

７往復14便
JAL/IBX

広島 IBX
３往復６便
出雲 FDA
１往復２便
沖縄 ANA
１往復２便

福島 新千歳 ANA
１往復２便

伊丹 ANA/IBX
４往復８便

JAL ︓⽇本航空
ANA︓全⽇本空輸
FDA︓フジドリームエアラインズ
IBX ︓IBEXエアラインズ
ADO︓AIRDO
SKY︓スカイマーク
APJ︓Peach・Aviation

Ｒ5.3.26〜5.31・10.1〜10.28は５往復

（2023年夏ダイヤ）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題

新たな航空会社設⽴の動き

トキエア株式会社 ※令和５年３月31⽇付けで航空運送事業許可

○ 使⽤航空機 ATR式72－600型（座席数72席） ２機
○ 運航路線計画 新潟＝丘珠 ２往復／⽇（週４⽇の曜⽇運航）
○ 運航開始予定⽇ 令和５年８月10⽇

【トキエア株式会社の概要】
○設⽴年月 令和２年７月
○所 在 地 新潟県新潟市
○代 表 者 代表取締役社⻑ ⻑⾕川政樹
○資本⾦等 17億6,000万円（令和５年３月１⽇現在）

＜就航予定路線＞

出典：トキエアホームページ

フィールエアホールディングス株式会社
○全国５つのエリアに、フランチャイズ形式でエアラインを段階的に設⽴。
○フィールエアEASTは成田空港を拠点とし、2024年春以降の運航開始を計画。

WEST（関⻄⼜は神⼾空港を拠点）は2026年春以降、CENTRAL（中部
空港を拠点）は2027年春以降、NORTH（丘珠空港を拠点）及びSOUTH

（北九州空港を拠点）は2028年春以降の運航開始を予定。

出典：フィールエアホームページ
月刊エアライン2022.10

【フィールエアホールディングス株式会社の概要】
○設⽴年月 令和４年６月
○所 在 地 東京都中央区
○代 表 者 代表取締役会⻑ 児嶋 太⼀ 代表取締役社⻑ 井⼿ 秀樹
○資本⾦等 8,300万円

NORTH

SOUTH

WEST

CENTRAL

EAST
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（２）国内航空ネットワークの動向・課題

災害時等のリダンダンシー機能
○ 令和３年２月13⽇に発⽣した福島県沖地震及び令和４年３月16⽇に発⽣した福

島県沖地震の際、東北・⼭形新幹線の⼀部運休に伴い、羽田便臨時便が運航され、利
⽤者数は5,000名を超えた。

○ 地震等により⼭形新幹線が運休となった場合には羽田便が運航し、その代替を果たし、
逆に、悪天候等により羽田便運休時は⼭形新幹線が運⾏している場合もあるなど、両者
が相まって首都圏への「強靭な足」を形成している。

■令和４年３月16⽇ 福島県沖地震■令和３年２月13⽇ 福島県沖地震
・運航期間：２月15日～24日の10日間
・運航本数：計64便
・利用者数：3,011名

・運航期間：３月17日～４月１日（３月29日を除く）の15日間
・運航本数：計24便
・利用者数：2,206名

雪の中運航する臨時便 臨時便運航時の空港の様子
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羽越新幹線

奥羽新幹線

H28.3 
北海道新幹線開業

（新青森～新函館北斗間）

H22.12
東北新幹線新青森開業

太平洋側に比べ、日本海側の

新幹線整備は大きく立ち遅れている

H27.3
北陸新幹線開業
（長野～金沢間）

凡例

営業線

整備計画（工事中）

整備計画（未着工）

ミニ新幹線

北陸新幹線
令和５年度（２０２４年春）末

開業予定
（金沢～敦賀(つるが)）

《中央新幹線（リニア）》
令和９年度（2027年度）

開業予定
（東京～名古屋）

太平洋側は、日本列島を縦貫し、

約2,300kmが新幹線で結ばれている

北海道新幹線
令和12年度（2030年度）末

開業予定
（新函館北斗～札幌）

※ただし、静岡工区が未
着工のため、開業時期
の遅れが予想される

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（３）鉄道ネットワークの動向・課題 整備新幹線の状況（全国の整備状況）

Ｒ４．９
九州新幹線（長崎ルート）開業
（武雄温泉（佐賀）～長崎）

Ｈ２３．３
九州新幹線（鹿児島ルート）開業
（博多～鹿児島中央）
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■昭和47年に基本計画に位置付けられた路線

■昭和48年に基本計画に位置付けられた路線

１ 奥羽新幹線 福島～秋田

２ 羽越新幹線 富山～青森

３ 北海道南回り新幹線 長万部～札幌

４ 北陸・中京新幹線 敦賀～名古屋

５ 山陰新幹線 大阪～下関

６ 中国横断新幹線 岡山～松江

７ 四国新幹線 大阪～大分

８ 四国横断新幹線 岡山～高知

９ 東九州新幹線 福岡～鹿児島

１０ 九州横断新幹線 大分～熊本

１１ 中央新幹線(リニア)
東京～名古屋 R9年開業予定も、静岡工区が未着工のため、R11年以降にずれこみ

名古屋～大阪 R27 ※上記により不透明

未

着

工

東北新幹線 八戸～新青森 H22年12月開業

北海道新幹線
新青森～新函館北斗 H28年 3月開業

新函館北斗～札幌 R12年度末 開業予定

北陸新幹線

長野～金沢 H27年 3月開業

金沢～敦賀(つるが) R 5年度末 開業予定

敦賀～大阪 詳細な駅位置やルート等を調査中

九州新幹線

博多～鹿児島 H23年 3月開業

武雄温泉～長崎 R 4年9月23日開業

新鳥栖～武雄温泉 整備方式協議中

完
成
・
着
工
に
一
定
の
目
処

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（３）鉄道ネットワークの動向・課題 整備新幹線の状況（基本計画路線）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２ 国内広域ネットワークに関する動向・課題
（３）鉄道ネットワークの動向・課題 整備新幹線の状況（ルートイメージ）

H23.3 九州新幹線
（鹿児島ルート）開業
博多～鹿児島中央

H28.3 北海道新幹線

（新青森～新函館間）開業

新函館北斗－東京間

距離：863km

最短時間：3時間58分

H22.12 東北新幹線新（青森開業）

新青森－東京間

距離：714㎞

最短時間：2時間59分

凡例
営 業 線

（ ） 整 備 計 画 路 線

ミ ニ 新 幹 線

（ ） リ ニ ア 中 央 新 幹 線

奥 羽 新 幹 線

羽 越 新 幹 線

そ の 他 の 4 8 年 組

（活動実態のない路線）

年
組

48

未着工

未着工

H27.3  北陸新幹線

（長野～金沢間）開業

金沢－東京間

距離：450㎞

最短時間：2時間28分

（福島市～山形市～秋田市）

（富山市～新潟市～秋田市～青森市）

山 陰 新 幹 線
（大阪市～鳥取市～松江市～下関市）

東 九 州 新 幹 線
（福岡市～大分市～宮崎市～鹿児島市）

■奥羽・羽越新幹線ほか「昭和48年組」のルートイメージ

① 四 国 新 幹 線
（大阪市～徳島市～高松市～松山市～大分市）

② 四 国 横 断 新 幹 線
（岡山市～高知市）

Ｒ４．９ 九州新幹線
（長崎ルート）開業
武雄温泉(佐賀)～長崎
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ２．国内広域ネットワークに関する動向・課題
(4) 道路ネットワークの動向
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（１）地域交通の再構築に関する動向

地域公共交通のリデザイン

出典：地域公共交通の「リ・デザイン」に向けたブロック説明会資料（国土交通省）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（１）地域公共交通の再構築に関する動向
鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（１）地域公共交通の再構築に関する動向
鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（１）地域公共交通の再構築に関する動向
地域公共交通の活性化及び再⽣に関する法律

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

出典：厚生労働省第３回社会保障審議会年金部会資料
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

○ 本県の総⼈⼝は、1985年(昭和60年)から2015年(平成27年)の30年間で約10％
減少してきた。国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計では、2015年(平成27年)から
2045年(令和27年)の30年間で、総⼈⼝が約30％減少すると推計されている。

出典：山形県「山形県人口ビジョン(令和２年改訂版)」(令和２年３月改訂)

⼈⼝の推移と将来推計（⼭形県）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

○ ⼈⼝の減少段階は⼀般的に、「第１段階…⽼年⼈⼝の増加」、「第２段階…⽼年⼈
⼝の維持・微減(減少率０％以上10％未満)」、「第３段階…⽼年⼈⼝の減少」の３つ
の段階を経て進⾏するとされている。

○ 本県においては、2025年(令和７年)には⽼年⼈⼝が微減に転じ、第２段階に入ると
想定される。

出典：山形県「山形県人口ビジョン(令和２年改訂版)」(令和２年３月改訂)

将来推計⼈⼝における減少段階（⼭形県）
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

○ 全国の世帯当たり普及台数は、昭和51年に0.505台と初めて0.5台を超えて２世帯に
１台となり、平成８年には1.000台と１世帯に１台時代を迎えた。過去最⾼の普及台数
は、平成18年の1.112台となっている。

○ 本県の普及台数(令和４年３月末)は、1.642台で、全国３位と上位になっている。

⾃家⽤乗⽤⾞の世帯当たり普及台数

出典：一般財団法人自動車検査登録情報協会資料を基に山形県総合交通政策課作成

自家用乗用車の世帯当たり普及台数の推移 自家用乗用車の世帯当たり普及台数
(都道府県別ランク上位)

各年３月末現在
令和４年３月末現在年 世帯当たり普及台数

昭和51年 0.505
昭和61年 0.706
平成４年 0.873
平成８年 1.000
平成14年 1.094
平成24年 1.080
令和 ４年 1.032

順位 都道府県 世帯当たり普及台数

1 福井 1.708
2 富山 1.652
3 山形 1.642
4 群馬 1.593
5 栃木 1.572
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

○ 本県の65歳以上の運転免許の⾃主返納(申請による運転免許の取消)者数については、
平成25年以降増加し続けていたが、令和元年をピークに、以降は減少している。

○ 令和２年からの３年間は、新型コロナウイルスの影響で、⾼齢者が外出しづらくなったこと
や、「３密」になりにくい移動⼿段である⾃動⾞を⼿放さなくなった可能性が指摘されている
など、返納しづらくなっていることも考えられる。(参考︓ニッセイ基礎研究所「⾼齢者の免許返納率の推移」)

○ 年齢層別の運転免許保有率については、20代が減少傾向にあるのに対し、65歳以上
は増加傾向にある。

運転免許の⾃主返納状況、年齢層別の運転免許保有状況

運転免許の自主返納者数の推移
各年12月末現在

年齢層別運転免許保有率
各年12月末現在

出典：山形県警察本部交通部運転免許課
「山形県の運転免許保有状況」

出典：山形県警察本部交通部運転免許課
「運転免許関係統計」

(人) (％)
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（２）本県における交通利⽤者等の状況

○ 令和４年に発⽣した県内の交通死亡事故について、死者数全体の６５.４％を⾼齢者
が占めており、次いで多い20歳代は１５.４％である。

○ 負傷者数については、40歳代が最も多いが、次いで多い⾼齢者もほぼ同数となっており、
それぞれ全体の約２割を占めている。

年齢層別の交通事故発⽣状況

単位：(人)

出典：山形県警察本部交通部交通企画課ホームページ「令和４年の交通事故」

割合
合計 26 4 1 2 1 1 17 65.4%

歩行者 10 1 9 90.0%
自転車 2 2 100.0%
二輪車 4 2 1 1
四輪車 10 2 1 1 6 60.0%

合計 3,469 101 92 63 241 266 579 677 547 240 663 19.1%
歩行者 254 28 6 5 11 9 22 27 41 16 89 35.0%
自転車 232 28 64 10 14 8 11 10 18 13 56 24.1%
二輪車 84 2 2 7 5 13 16 14 7 18 21.4%
四輪車 2,899 45 20 46 209 244 533 624 474 204 500 17.2%

高齢者

死
者
数

負
傷
者
数

20歳
未満

子供 高校生 20~
24歳

合計 25〜
29歳

30歳代 40歳代 50歳代 60〜
64歳
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（３）本県における交通事業者の状況

○ 乗合バス事業者の従業員数については、ほぼ横ばいであるが、令和３年度は、コロナ前と
⽐較し、約５％減少している。

○ 貸切バス事業者の従業員数については、減少傾向にあり、令和３年度は、コロナ前と⽐
較し、約２５％の大幅減となっている。

○ タクシー事業者については、個⼈事業者数は横ばいであるが、法⼈の令和３年度の従業
員数は、コロナ前と⽐較し、約１０％減少している。

県内のバス、タクシー従業員数の推移

H30比

従業員数 1,521 1,537 1,521 1,539 1,468 95.5%

前年度比 － 101.1% 99.0% 101.2% 95.4% －

従業員数 993 984 1,219 1,069 744 75.6%

前年度比 － 99.1% 123.9% 87.7% 69.6% －

個人事業者数 74 73 72 72 72 98.6%

前年度比 － 98.6% 98.6% 100.0% 100.0% －

法人の従業員数 1,956 1,913 1,891 1,765 1,714 89.6%

前年度比 － 97.8% 98.8% 93.3% 97.1% －

タクシー
・

ハイヤー

H29 H30 R1 R2 R3

乗合
バス

貸切
バス

(単位：人)

出典：東北運輸局山形運輸支局提供データ及び山形運輸支局「業務概要（令和４年度版）」を基に山形県総合交通政策課作成
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（３）本県における交通事業者の状況

○ 新型コロナウイルス感染症が拡大した令和２年以降、⼆種免許取得者は大幅に減少し、
大型⼆種（バス）、普通⼆種（タクシー）とも、令和４年の合格者数は令和元年と⽐較
して約４割、平成25年との⽐較では約５割減少している。

⼆種免許の合格者数の推移

出典：山形県警察本部交通部運転免許課「運転免許関係統計」

(人)
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（３）本県における交通事業者の状況

○ 働き⽅改⾰関連法により、2024年（令和６年）４月から⾃動⾞運転者の時間外労
働の上限規制（年間960時間）が適⽤されることにより、他の業態よりも労働時間が⻑い
とされる運送事業者については、労働時間が制限されることで、事業者の売上げ・利益の減
少や、ドライバーの収入の減少、収入の減少による担い⼿不足等が懸念されている。

○ これらの問題は、「2024年問題」と称され、消費者にも大きな影響を与えかねないことから、
懸念される問題を解決するために、運送業界のみならず、関係者が⼀体となって考え、取り
組んでいく必要がある。

運送業界の2024年問題
〜 ⾃動⾞運転者の労働時間等の基準の改正によって懸念される諸問題 〜

【タクシー・ハイヤー運転者】

【バス運転者】 【トラック運転者】

令和６年４月～適用

出典：厚生労働省リーフレット（自動車運転者の改善基準告示の改正）より抜粋
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（４）公共交通の必要性・意義

公共交通利⽤による健康増進 〜 ⾃動⾞利⽤者との⽐較 〜

出典：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団ホームページ「エコ通勤のメリットは？」より抜粋
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（４）公共交通の必要性・意義

⾼齢者の健康と地域公共交通の関係

出典：国土交通省北陸信越運輸局ホームページ「高齢者の健康と地域公共交通の関係」 2021年３月17日 山梨大学 平井寛
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（４）公共交通の必要性・意義

運転できなくなった場合の⽣活全般への影響

出典：第一生命経済研究所ライフデザインレポートWinter2012.1水野映子「高齢期の外出ー自動車・公共交通の利用が困難になったらー」

○ 60〜79歳の⼈を対象とするアンケート調査の結果、⾃分が⾃動⾞を運転できなくなった
ら「⾏動範囲が狭くなる」「⽣活が不便になる」と思う⼈は約９割、「外出回数が減る」「楽し
みが減る」 が約８割といずれも⾼く、その割合は⼥性より男性で⾼い。

○ また、駅までの時間別では15分以上の⼈、都市規模別では⼩都市の⼈のほうが、それぞ
れの割合が⾼い傾向にある。
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ３ 持続可能な公共交通の構築
（４）公共交通の必要性・意義

公共交通に対する満足度

出典：山形県しあわせ子育て応援部女性・若者活躍推進課「オンライン100人女子会プロジェクト」リポート(令和4年3月)

○ ⼭形県の⼥性の暮らし⽅、働き⽅に関するアンケート調査結果によると、「不満」と「やや
不満」を合わせた“不満”は、「交通・買い物等の⽣活環境」が46.7％と最も⾼くなっている。

○ また、「今後の⼈⽣で最も⻑く住みたい場所」別で、「県外に住みたい」・「特に決めていな
い」⼥性は、60.3％が“不満”と回答し、「県内に住みたい」⼥性より20％以上多く、大きな
差が⾒られた。
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4．安全・安心な交通に関する動向
(1) 県内の災害の発⽣状況

山形県における降⾬の状況
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4．安全・安心な交通に関する動向
(1) 県内の災害の発⽣状況

山形県における降雪の状況
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(1) 県内の災害の発⽣状況

発⽣日 災害種別 人的被害 建物被害 交通インフラの被害状況

R1.6.18 地震（県内最大
震度６弱）

２８名
（負傷者） 940棟 県管理道路 ５路線９箇所

港湾施設 ２箇所

R1.10.11〜13 台風19号 ３名
（負傷者） 213棟

県管理道路 12路線23箇所
港湾施設 ２箇所
上記被害額 約４億円

R2.7.27〜29 大雨 １名
（負傷者） 1,337棟 県管理道路 78路線327箇所

上記被害額 約24億円

R3.2.13 地震（県内最大
震度５弱）

１名
（負傷者） 40棟 なし

R4.3.16 地震（県内最大
震度５強）

５名
（負傷者） 51棟 なし

R4.6.27〜28 大雨 なし 12棟 県管理道路 36路線44箇所
上記被害額 約５億円

R4.8.3〜5 大雨 １名
(⾏⽅不明者) 1,671棟

県管理道路 39路線152箇所
上記被害額 約23億円
ＪＲ⽶坂線今泉駅〜坂町駅間が不通

山形県における過去５年間（H30〜R4）の主な災害と被害状況
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(2) インフラの⽼朽化の状況
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国土強靭化基本計画の⾒直し

出典：国交省ＨＰ

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(３) 防災・減災、国土強靭化５か年計画
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(３) 防災・減災、国土強靭化５か年計画

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(３) 防災・減災、国土強靭化５か年計画

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 4．安全・安心な交通に関する動向
(３) 防災・減災、国土強靭化５か年計画

事前防災及び減災等のための山形県強靭化計画
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ４．安全・安心な交通に関する動向
(4) バリアフリー、ユニバーサルデザイン
県内主要交通結節点のバリアフリーの状況

 最
寄
り
鉄
道
駅
と
の
距
離
（
ｍ
） 

屋
根
及
び
室
内
待
合
施
設
の
有
無 

冷
暖
房
の
有
無 

ス
タ
ッ
フ
の
常
駐
の
有
無 

バ
ス
ロ
ケ
サ
イ
ネ
ー
ジ
等
の
有
無 

Ｗ
ｉ-

Ｆ
ｉ
環
境 

バ
リ
ア
フ
リ
ー
環
境
（
※
１
） 

備考 

山形駅前 － 〇 〇 〇 〇  ○ 駅に併設 

山交 BT 500 〇 〇 〇 〇    

山形市役所前 1,700 〇   〇    

米沢駅前 － △※２      駅に併設 

新庄駅前 － △※２      駅に併設 

庄内交通酒田

BT 

300 〇 〇 〇  〇   

庄内交通エスモ

ール BT 

300 〇 〇 〇  〇   

庄内観光物産館 3,300 〇 〇      

 ※１ バリアフリー環境については、①段差の解消、②視覚障がい者誘導⽤ブロックの整備、③トイレがある場合には障がい者対応型トイレの設置が、
原則として全て実施されていることをいう。

※２ 屋根のみの設置

R5.4.1現在
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

温室効果ガスの排出・吸収量の推移（全国）
（環境省公表資料より抜粋）

◇ 2021年度の温室効果ガスの排出・吸収量は、11億2,200万トンで、2020年度比
2.0％増加（+2,150万トン）、2013年度比20.3%減少（▲2億8,530万トン）。

◇ 2021年度の吸収量は4,760万トン。４年ぶりに増加。

日本の年平均気温偏差（気象庁HPより抜粋）

細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差
太線（青）：偏差の5年移動平均値
直線（赤）：長期変化傾向
基準値は1991～2020年の30年平均値

○2021年4月22⽇に地球温暖化対策推進本部の決定
を踏まえ、⽶国主催気候サミット（オンライン開催）にお
いて、2050年カーボンニュートラルと整合的で野⼼的な目
標として、2030年度に温室効果ガスを2013年度から
46％削減することを目指すこと、さらに50%の⾼みに向け
挑戦を続けることを表明。

○⽇本は、2021年10月22⽇に2050年カーボンニュートラ
ルに向けた基本的な考え⽅等を示す「パリ協定に基づく
成⻑戦略としての⻑期戦略」を閣議決定し、国連へ提
出。

パリ協定
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

「ゼロカーボンやまがた2050宣言」と「第4次山形県環境計画」

出典：山形県ＨＰ

〇⼭形県では、2050（令和32）年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボン
やまがた２０５０」を令和２年８月に宣⾔。

〇「ゼロカーボンへのチャレンジ」をテーマに、県の施策の展開⽅向を示す「第4次⼭形県環境計
画」を令和3年3月に策定。
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

「第4次山形県環境計画」

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

「カーボンニュートラルやまがたアクションプラン」

出典：山形県ＨＰ

〇2050年カーボンニュートラルの実現に向けて県⺠・事業者等が今後主体的に⾏う取組みを明示し、それぞ
れの⾏動に結びつけるため、令和４年２月に「カーボンニュートラルやまがたアクションプラン」を策定

〇⼭形県では、産業部門からの排出割合が全国よりは少ないものの約３割で⼀番多く、運輸部門や家庭部
門の排出割合は全国の割合を上回っており、温室効果ガス排出の削減に向けては、産業、運輸、家庭部
門での取組みが重要

アクションプランの基本的な考え⽅

取組みの柱とアクションの主体
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

「カーボンニュートラルやまがたアクションプラン」

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(１) カーボンニュートラル等に関する政府や県の動向

「カーボンニュートラルやまがたアクションプラン」

出典：山形県ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(２) 各分野における脱炭素化の動向

航空脱炭素化

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(２) 各分野における脱炭素化の動向

航空脱炭素化

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(２) 各分野における脱炭素化の動向

カーボンニュートラルポート

出典：国交省ＨＰ
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ５．環境への配慮
(２) 各分野における脱炭素化の動向

カーボンニュートラルポート

出典：国交省ＨＰ
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●政府の取組方針

全国の動向 山形県の動向

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ６．交通に関する新たな技術・制度
(1) 自動運転

●中山間地域における実証実験

●高畠町における実証実験
実施期間︓令和3年10⽉11⽇〜11⽉12⽇
利⽤料⾦︓200円/回
運⾏本数︓北・南ルート各５便
使⽤⾞両︓ヤマハ発動機㈱製乗⽤⾞ｶｰﾄﾀｲﾌﾟ
⾛⾏方法︓⾃動運転ﾚﾍﾞﾙ２+⼿動運転

・令和５年度を交通モード間連携による「電
動化・⾃動運転実装化元年」と位置づけ

・【政府目標】
2025年度目途
レベル４移動サービス 全国50か所
高速道路においてレベル４実現

【出典】国⼟交通省HP
「デジタル⽥園都市国家構想総合戦略（2022年12⽉閣議決定）」抜粋

【出典】国⼟交通省HP
「国⼟交通省⾃動運転戦略会議第７階会合」資料抜粋

【出典】国⼟交通省HP
「高畠町⾃動運転サービス第３回地域実験協議会」資料抜粋

利⽤状況︓総利⽤者数 238⼈
（１⽇平均９．９⼈）
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県内の⾃家⽤有償旅客運送の状況

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ６．交通に関する新たな技術・制度
(2) 自家⽤有償旅客運送

＜⾃家⽤有償運送とは＞
○道路運送法第78条の規定による、登録を前提とした⾃家⽤⾞による旅客の有償運送制度。
○過疎地等における地域住⺠の⽣活維持に必要な輸送が、バス・タクシー事業により提供されない場合、市町村

やＮＰＯ等が⾃家⽤⾞を使⽤して有償で運送できるもの。

形態区分 定 義 運営団体等

交通空白地
有償運送

市町村やＮＰＯ法⼈等が交通空白地において、
当該地域の住⺠、観光旅客その他当該地域を
来訪するものの運送を⾏うもの。

市町村運営
⽶沢市、鶴岡市、酒田市、新庄市、⻑井市、
尾花沢市、⼭辺町、中⼭町、⻄川町、朝⽇町、大江
町、⾦⼭町、最上町、真室川町、大蔵村、⼾沢村、
⼩国町、白鷹町、庄内町、遊佐町（計20市町村）

ＮＰＯ法⼈等運営
該当なし

福祉有償運送
市町村やＮＰＯ法⼈等が、単独で公共交通
機関を利⽤できない⾝体障害者等を対象に、
原則、ドア・ツー・ドアの個別輸送を⾏うもの。

市町村運営
該当なし

ＮＰＯ法⼈等運営
44団体
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全国の先進事例

Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ６．交通に関する新たな技術・制度
(3) MaaS

＜GunMaaS（MaeMaaS）群馬県前橋市＞
○2019年度から鉄道やバスなど複数の交通⼿段を⼀体のサー
ビスとして利⽤できるように経路検索などの機能を備えた「前橋
版MaaS」を開発。

○2022年度にはJR東⽇本と（⼀社）ICTまちづくり共通プラッ
トフォーム推進機構とMaeMaaSの更なる発展に向けて三者
連携協定を締結。JR東⽇本の「ググっとぐんMaaS」と連携した
実証実験を実施。

○このなかで、マイナンバーカードと交通系ＩCカードが連携した
取組みとして、デマンド交通利⽤時に交通系ICカード１枚で
市⺠認証を⾏い、市⺠割引サービスを実施。

○2023年度よりGunMaaSへとサービスリニューアル。今後は、
前橋市内だけではなく県域交通の利便性向上等にむけ群馬
県及び隣接市町村と連携し更なる取り組みを推進。

山形県の事例
＜やまがたMaaS「らくのる」（⼭形市）＞
○「⾃家⽤⾞に頼らなくても誰もが快適に移動できる環境の構
築」を目指し、2021年度から導入を検討。

○2022年度はポータルサイト・アプリの新設、運⽤、デジタルチ
ケットの販売を実施。

○2023年度はシェアサイクルとベニちゃんバス、タクシーと路線バ
スなどのモード間連携や、デジタルマップの作成などに取り組む
予定。

出典・参考：前橋市HP抜粋、JR東日本プレスリリース抜粋 出典：山形市作成資料抜粋
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Ⅱ 山形県の交通を取り巻く動向・課題 ６ 交通に関する新たな技術・制度
（４）‟空飛ぶクルマ“

○ 世界に先駆けた“空⾶ぶクルマ”の実現のため、2018年8
月に官⺠協議会を設置。官⺠⼀体となって技術開発や実
⽤化を⾒据えた制度整備等が進められている。

○ 2025年大阪・関⻄万
博での空⾶ぶクルマの⽇
本初商⽤運航実現を目
指し、ＪＡＬ・ＡＮＡな
ど４事業者が参画し、実
証⾶⾏など取組みが進め
られている。

出典：国交省航空局作成資料
2025年大阪・関西万博ホームページ


